
７１回目の憲法記念日に寄せる会長談話

１ １９４７年（昭和２２年）５月３日に施行された日本国憲法は、今日、７

１回目の憲法記念日を迎えた。

現在、憲法を巡る情勢は新たな局面を迎えつつある。すなわち、自由民主党

は、具体的な改憲案の取りまとめを行い公表しており、戦後初めて憲法の具体

的改正条項案が国会で審議されようとしている。今後の議論の進展によっては、

国会での発議、国民投票をも視野に入れていると報じられている。

現在議論されている具体的改憲案の一つには、憲法９条の改正案があり、と

りわけ現行の９条１項２項を維持したまま必要な自衛の措置を認め自衛隊の

存在を明記する条項を加える案が議論されている。また、国家緊急権に基づく

緊急事態条項の導入なども提案されている。

２ 日本国憲法は、「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じ

て行動し、われらとわれらの子孫のために、諸国民との協和による成果と、

わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつて再

び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民

に存することを宣言し、この憲法を確定する。」と国民主権を高らかに謳って

いる（前文第１段）。

そして、「日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇

高な理想を深く自覚するのであつて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼

して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。」と恒久平和主義を宣言

し（前文第２段）、「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免か

れ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する。」と平和的生存権を

謳う（同）とともに、戦争の放棄と戦力の不保持、交戦権の否認を規定した（第

９条）。

さらに、「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が

国民に保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、現在及

び将来の国民に与へられる。」（第１１条）と基本的人権の尊重を保障する。

この７１年間、私たちの社会や、わが国をとりまく国際情勢は大きく変わっ

たが、日本国憲法は、厳しい政治の現実にさらされながらも、国の最高法規と

して、強い規範力を発揮してきた。日本国憲法は、徹底した恒久平和主義に基

づき、わが国が一度も他国と戦火を交えることなく平和と繁栄を築き、国際社

会で高い信頼を得るために、大きな役割を果たしてきた。とりわけ憲法９条に

ついて言えば、これまで現実政治との間で深刻な緊張関係を強いられながらも、

自衛隊の組織・装備・活動等に対し大きな制約を及ぼし、海外における武力行

使及び集団的自衛権の行使を禁止するなど、憲法規範として有効に機能してき

た。

このような日本国憲法の意義、これまで果たしてきた役割は、日本にとって



も国際社会にとっても極めて重要なものであり、今後、進められるであろう憲

法改正の議論においても、この意義や役割は決して忘れてはならず、いかなる

憲法改正条項であっても、これらの意義や役割を喪失させたり、後退させるこ

とがあってはならない。

日本国憲法は、「すべて国民は、個人として尊重される」こと（第１３条）

を究極の価値としている。そのために、国家権力の行使は、憲法による統制の

下におかれる（立憲主義）。憲法改正の議論においては、いかなる改憲案であ

ろうとも、立憲主義という統制のもとで憲法条項の機能を果たすことができる

かという観点を忘れてはならない。いやしくも、国家権力に恣意的な運用を許

すようなあいまいかつ不明確な規定は、憲法条項としてふさわしくないものと

言わなければならない。また、国民の基本的人権を侵害する危険性を拡大する

おそれのある改憲案も、憲法の果たすべき役割を考えたとき、これを許すべき

ではない。

３ このような観点から見たとき、現在議論されている改憲案は、極めて大き

な問題を孕んでいると言わざるを得ない。

まず、現行の９条１項２項を維持したまま必要な自衛の措置を認め自衛隊の

存在を明記するという改憲案については、必要な自衛の措置の内容や自衛隊の

任務・権限の内容について一義的に明確に定められていないのであるから、憲

法上許される自衛権の行使の限界について多様な解釈の余地を残している。そ

の結果、現行の９条１項２項が残されたとしても、解釈如何では、自衛隊の活

動の範囲が際限なく広がり恒久平和主義を後退させる危険性を孕んでいる。ま

た、立憲主義の見地からは、前述の通りあいまいな規定の結果、必要な自衛の

措置の内容や自衛隊の活動を統制する機能を果たしうるか甚だ疑問であるば

かりか、逆に自衛隊を憲法上位置づけることによって強い正統性が付与され、

その結果として、自衛隊の権限の拡大や基本的人権の制約を招くことが懸念さ

れる。現行の９条１項２項を残すとしても、必要な自衛の措置を認め自衛隊を

憲法に明記することが権力の統制という観点から見た場合、どのような結果を

もたらすのか、そして私たちの生活に、わが国の将来にどのような影響を及ぼ

すのか、慎重な検討が必要である。

次に、国家緊急権に基づく緊急事態条項については、一時的であるにしても

三権分立を停止し、国会の有する立法権や予算制定権を内閣もしくは内閣総理

大臣に委ねるものであり、基本的人権を侵害するおそれを大きく広げるもので

ある。大規模災害等が理由とされているが、現行の災害対策基本法などにより

法的制度は十分に確立されているとの指摘もあり、改憲の具体的必要性、立法

事実が存するのか甚だ疑問であると言わざるを得ない。

４ 日本国憲法の掲げる国民主権、恒久平和主義、基本的人権の尊重という基

本理念は、時代を超えた普遍的な価値である。憲法１２条は、「この憲法が国

民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これを保持しな



ければならない。」と規定している。憲法改正の議論においても、この観点に

基づき、「国民の不断の努力」として、深い十分な議論がなされることが望ま

れる。いやしくも時の政権や国会での多数派が、その数の力によって拙速か

つ強行的に改憲手続を進めることはあってはならないことである。

５ また、憲法改正について国民投票が必要であることを定めた憲法９６条の

趣旨である国民主権は、国民が国家意思の形成に直接的に参与する権利をも

認めるものであるが、国民投票さえ実施すればその趣旨が達成されるという

ものではない。とりわけ、日本国憲法の理念や基本原理に深く関わる改憲案

の場合、その是非を判断するために十分な情報が国民に示され、国会や国民

の中での検討時間を十分に確保するなど、熟議できる機会が保障されなけれ

ばならず、それに加え、国民投票も公正・公平な手続を通じて実施されなけ

ればならない。

この点において、憲法改正手続法（国民投票法）には、最低投票率の定めの

ないこと、テレビ・ラジオ等における有料広告が投票期日前１４日間のみの禁

止にとどまっていること、公務員・教員の国民投票運動の規制の規定があいま

いなことなど、検討されるべき課題が未だ残されたままとなっている。この問

題は、国民投票年齢を１８歳とすることに関連し選挙権を１８歳とする公職選

挙法の改正がなされたこと以外、この法律の成立時、参議院において１８項目

の附帯決議で指摘されている点について、ほとんど議論もなされていないこと

にも示されている。

このままでは、前述した公正・公平な手続としての国民投票が実現できるの

か危ぶまれるところであり、憲法改正の重要性に鑑みれば、これらの検討改善

が図られないまま、国会での発議、国民投票の実施はすべきではないと考える。

６ 私たちは、７１回目の憲法記念日にあたり、日本国憲法に込められた崇高

な理念とそれを守ってきた先人の努力に、改めて思いを致すところである。

そして、私たち弁護士は、現憲法の下に存在する弁護士法の定めの意味を改

めてかみしめたいと思う。すなわち、私たちは、「基本的人権の擁護と社会正

義の実現」を使命とする者として（弁護士法第１条第１項）、基本的人権が尊

重され、法の支配が貫徹される社会を実現するため、法律制度の改善に一層

の努力を続けなければならない（同条第２項）という職業上の責務を実現す

るべく、憲法改正の議論においてもその職責を果たしていく決意である。
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